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原　　著

分娩の直接介助者に問する全国調査

一出生証明書との比較－

Nationalsurvey on birth attendant

inJapan

－Comparison withbirth cirtificate－
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要　　約

本における分娩の直接介助者の実態を明らかにすることを目的として，全国47都道府県から層化無

抽出法により，大学病院，一般病院，産婦人科診療所，助産所の合計232か所で，平成11年6～9

出産した入院中または1か月健診に来所した裾婦10，268名を対象に，最も長く産婦の傍にいた医療

よび分娩の直接介助者等に関して，任意回答により自記式アンケート調査を行った。その結果，

4名の有効回答が得られた。経腱分娩の産婦7，215名の傍に最も長くいた医療者は助産婦で6割を占

助産所では9割であった。帝王切開を含む全分娩数の医師による分娩介助は43．1％，助産婦52．4％

った。助産婦による分娩直接介助は正常分娩の63．2％であった。本研究の分娩介助率は，同年の医

を対象とした調査の分娩介助率と近似していたが，同年人口動態統計の出生証明書に基づく医師に

出生立会率97．2％，助産婦による2．8％とまったく禿離している事実が明らかになった。

ワード　分娩介助，助産婦，全国調査
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Abstract

A nationalsurveywasperformedtoinvestigate the actualstate of medicalpersonnel’s

care and attendance to womengiVingbirth during their first and second stages oflaborin

Japan．AnanonymisedselfTWritingquestionnairedevelopedbythe authors was distributedto

10，268postpartuminpatientsandone－mOnthpostpartumoutpatients，Whodeliveredduringthe

period fromJune to September of1999in232various obstetric units，including university

hospitals，generalhospitals，Obstetrics，Clinics，andmidwife－runbirthcenters，Selectedbya

stratifiedrandom samplingfrom al147prefecturesinJapan．

Fiftyninepercent ofthe7，215Women who vaginally deliveredmentioned that amidwife

stayedmostwiththemduringlabor，Withthispercentageincreasingto91％whenlimitedto

womeninbirth centers．Of al18，224birthsincluding cesarean sections，midwives attended

52．4％，While obstetricians attended43．1％．MidwivesalSo attended63．2％ofnormalbirths・

The result of this studyis almost consistentwith another nationalsurvey conductedin

19990nbirth attendants which used medicalpersonnelas subjects．However，aCCOrdingto

Japanesevitalstatisticsbasedonbirthcertificatedata forthesameyear，97．2％and2．8％

births were delivered by obstetricians andmidwives respectively，and are found not tobe

reflective of the present state．

Key Words brith attendant，midwife，nationalsurvey

は1．38と過去最低となっている7）。これは，一人

の女性が一生の間に分娩を体験する回数が少なく

なり，1回の分娩が女性にとっていかに重要とな

ってきているかを示している。分娩期をどのよう

に過ごし，分娩体験を産婦自身がどの程度満足し

ているかは，その後の母子関係を築いていくうえ

でも大きく影響する要因と考えられる。

しかし，日本における助産婦による分娩介助の

実態，どの程度産婦の傍にいるのか，全国的な調

査は行われていない。そこで，日本の分娩の直接

介助者の実態に関して疫学的調査により明らかに

することを目的として本研究を行った。

Ⅱ　研究方法

1・対象　　　　　　　　　　1
全国47都道府県から層化無作為抽出法により，

大学病院，一般病院，産婦人科診療所，助産所を

合計276か所を抽出し，北海道，東北，北陸信越，

東京，関東，中部，近畿，中国，四国，九州，沖

縄の11地方および医療機関4種の平成9年の分娩

数7ト9）に比例配分して，調査対象者数を割り付

けた。施設の抽出方法は，日本助産婦会と日本母

性衛生学会の協力を得て，会員名簿から会員の動

Ⅰ　はじめに

日本における近年の分娩の99．8％は施設内分娩

となり，病院で53．9％，診療所で45．0％，助産所

で1．0％の分娩が行われている1）。助産所を除く

施設内分娩では，助産婦が直接介助をした分娩の

出生証明書が組織の責任者である医師の署名で届

け出される傾向がある。その結果，統計的には助

産婦による分娩介助件数は実数を下回って計上さ

れていると推測される。日本の助産婦が1874年

（明治7年）に制定された「医制」において助産

業務に携わる専門職として定められた2）時代か

ら，少子化社会における助産の役割が周産期の他

に拡大しつつある現在でも，分娩介助は助産婦お

よび医師の独占業務であり3），他職種に細分化さ

れえない助産のCoreを成す医療業務である。

一方，助産婦は　Mid－Wife，すなわち女性と

共にいる役割を意味している。分娩期には産婦の

傍にいて，分娩の全過程の心身の健康状態の観察

と診断を連続的に行いながら，リスクの査定と再

評価を重ね4㌧　分娩を安全で安楽にかつ正常に進

行させるためのケアを提供する重要な役割があ

る5）・6）。現在，日本の合計特殊出生率は1999年に
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‡する全国の大学病院17か所，一般病院69か所，

診療所90か所，助産所100か所の合計276施設を無

作為に抽出し，232施設から承諾を得られた。こ

れらの施設で平成11年6～9月に出産した入院中

の裾婦，および産裾1か月健診を受診した母親，

それぞれ5，134名，合計10，268名に各施設で調査

票を配布した。回答の得られた入院中の裾婦

4，171名（81．2％），産裾1か月の母親4，079名

（79．5％），合計8，250名（80．3％，232施設）のう

ち，有効回答はそれぞれ4，157名，4，067名，合計

8，224名（有効回答率80．1％）であった。この有

効回答を本研究では分析対象とした。

王．方　法

調査協力に承諾の得られた施設で実施した，出

産育児ケアの調査票の一部に以下の質問項目を設

けた。分娩後入院中の裾婦には，陣痛室で最も長

く掛こいた医療者は誰か，その人にもっと傍にい

て欲しかったか，分娩の直接介助者は誰かの3項

目，同じ施設の1か月産裾健診に来所した母親に

は，分娩の直接介助者は誰かの1項目について，

自記式調査票に任意回答してもらい，対象者自身

が調査票の封をし，各施設で回収された。入院中

の荷婦と1か月健診に来所した母親は同じ施設だ

が，同一対象ではない。医学的な診断名や処置は

母子健康手帳を参考にして対象者が記入した。

ⅠⅠⅠ結　　　果

1．対象特性（衰1）

出産時の平均年齢は29．4±4．4歳，初産婦4．082

表1対象膚性（N＝8．224）

年齢 平均 （S D ） 29．4±4．4歳

ran ge　　 16～4 8歳

初経産別 初産　　　 4，082名

経産　　　 4．116名

在胎退散 平均 （SD ） 39．0±1．9週

児体重 平均 （SD ） 3051．3±399．1 g

ran g e　　 439－4．840 g

名，経産婦4，116名であった。分娩時の在胎過数

は平均39．0±1．9遇，出生体重は平均3，051．3±

399．1gであった。分娩様式は，帝王切開1，009名

（12．3％），経歴分娩7，215名（87．7％）であった。

経歴分娩のうち，吸引分娩554名（6．7％），紺子

分娩67名（0．8％），または骨盤位分娩98名（1．2

％）を除く，正常分娩は6，496名（79．0％）であ

った。分娩場所は，大学病院802名（9．9％），一

般病院3，459名（42．5％），診療所3，150名（38．7

％），助産所701名（8．6％），その他17名（0．2％，

自宅15名，店内1名，車中1名），無回答93名で

あった。

2．陣痛宝で最も長く産婦の傍にいた医療者）

（表2）

入院中の裾婦のうち，帝王切開462名を除く，

経陛分娩した3，695名について分析した。陣痛室

で最も長く産婦の傍にいた医療者は，助産婦が

59．1％と最も多く，次いで，助産婦か看護婦のど

ちらかわからないが助産・看護に携わる人が17．4

％，看護婦14．4％，助産学生1．9％，医師0．1％，

表2　陣痛圭で最も長く傍にいた医療者（n＝3，695．帝王切開を除く入院中の樽即

大学病院 一般病院 診療所 助産所 その他 無回答 合　 計

勤甜 203　 62．3 ，6 940　 65．4 ％ 670　 44．5％ 346　 90．8 ，‘ 3　 42．9 ，‘ 5 2，167　 59．1，‘

雷攣婦 26　 8．0 ，‘ 129　 9．0，‘ 366　 24．3％ 6　 1．6 ，‘ 0　 0．0 ，‘ 1 528　 14．4 ，‘

踵 削 、看護婦 55　 16．9 ，‘ 204 14．2，‘ 370　 24．6％ 8　 2．1，‘ 0　 0．0 ％ 1 638　 17．4 ，‘

撼 学生 22　　 6．7 ％ 44　 3．1，‘ 0　 0．0 ，‘ 3　 0．8 ，‘ 0　 0．0，‘ 0 69　 1．9，‘

が低 1　 0．3 ，‘ 1　 0．1，‘ 3　 0．2 ，‘ 0　 0．0 ，‘ 0　 0．0 ，‘ 0 5　 0．1，‘

I だかわからない 4　 1．2 ，‘ 10　 0．7，‘ 3　 0．2 ，‘ 0　 0．0，‘ 0　 0．0％ 0 17　 0．5，‘

その他 12　 3．7 ，‘ 8 1　 5．6，‘ 54　 3．6 ％ ほ　 3．4 ，‘ 2　 28．6，‘ 1 163　 4．4，‘

t い 、ない 3　 0．9 ％ 29　 2．0，‘ 40　　 2．7 ％ 5　 1．3，‘ 2　 28．6，‘ 0 79　　 2．2，‘

個 苓 2 13 9 l 0 4 29

合　 計 328 100．0，‘ 1，45 1 100．0％ 1，515 100．0，‘ 382 100．0，‘ 7 100．0 ，‘ 12 3，695 100．0，‘
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5

3

3

誰 だ か判 らない人 0 ．5％， その他 4 ．4％ ，陣痛 室で　　 ％）， 「医療 者 で は な く家族 に傍 にいて欲 しかっ

医療者 は誰 も傍 にいなか った と答 えた のが2 ．2％，　 た」 1 12名 （3．2％ ）， 「その人 にはいて欲しくなか

無 回答 29名 で あった （表 2 ）。　　　　　　　　　　 つた，他 の医療 者 にいて欲 しかった」19名 （0．

施設 別 にみる と， 陣痛室 で最 も長 く産婦 の傍 に　　 ％）， 「誰 も傍 に いて欲 し くなか った」12名 （0．

いた医療 者 は，大学 病院 お よび一般病院 で は，助　　 ％），無 回答 16 3名 で あった。

産婦 が最 も多 くそれぞれ 6 2 ．3％ ， 6 5 ．4％ ，次いで　　　 医療者別 にみ る と， 「十分傍 にいて くれて安心

助産 か看護 に携 わ る人が それぞれ 1 6．9％， 14 ．2％　　 で きた」 と答 えた産 婦の傍 にいた医療者は，助産

で あ った。診 療 所 で は，助 産 婦 は4 4 ．5％ で，助　　 婦， 看護婦，助産 婦か看護 に携 わ る人の順に割合

産 ・看 護 に携 わ る人 2 4 ．6％ ，看護婦 は2 4 ．3％ で あ　　 が 多 く， そ れ ぞ れ 1 ，3 8 8名 （6 4 ．6％ ），306名

っ た。助産所 で は，助産婦 が 90 ．8％ であ った。　　 （59 ．1％）， 3 62名 （5 7 ．3％ ）で あった。「もっと傍

にい て欲 しか った」 の は， それ ぞれ 458名 （21．

3 ． 号の 医療 者 に もっ と傍 にい て欲 しか ったか　　　 ％）， 10 4名 （2 0 ．1％ ）， 1 2 4名 （19 ．6％）であっ

「十 分傍 にいて くれて安心 で きた」産婦が 2 ，17 1　 た。 傍 に誰 もいなか った産 婦 の場 合，「痛みの強

名 （6 1．5％ ）， 「はい （その人 に もっ といて欲 しか　　 い時いて欲 しか った」が 19名 （45 ．2％ ），「家族に

った）」 7 15名 （20 ．2％ ）， 「痛みが強 くな った時 な　　 いて欲 しか った」が 1 7名 （4 0 ．5％ ）であった。

ど必 要 な 時 だ け い て欲 しか っ た」 50 2名 （14 ．2　　　表 3 平成1 1年 の出生時の立会者

分娩介助

人口動態統計 医療者対象の調査 本研究

出生数＊ （n ニ1．720）＊ （n ニ8．224）舶

医　 師 1，144．357　　 97．2％ 721　 4 1．9，‘ 3．541 43．1，‘

1，764 2 1．4，‘

助産婦

（医師の立会い）

32．717 2．8，‘

353 0．03，‘

1，266 73．6，‘

55 3．2％

32 1．9，‘

（助産婦単独） 2，493　　 30．3％

（助産学生） 58　　　 0．7，‘

その他 42　　　 0．5，‘

誰だかわからない 246　　　 3．0，‘

無回答 80　　 1．0，‘

合計 1．177．427　 100．0，‘ 2，042　 118．7％ 8．224　 100．0，‘

＊　厚生労働省大臣官房統計情報部 ：平成11年人口動態統計保管統計表・第 1表 「出生数・立会者

別」を筆者か合計し作成した致傷

鰊　加藤尚美：平成11年度助産婦の需給に関する調査報告書 （医療者を対象とした調査）

榊ヰ　本研究 （産婦を対象とした直接分娩介助者に関する研究）

表 4　 正常分娩の直接分娩介助者

（n ＝6．496．帝王切開・吸引分娩・相子分娩　 骨盤位分娩硝く）

大学病院 一般病院 診蝶所 助産所 その他 無回答 合　計

産科医

助産婦

（医師の立会い）

155　 27．4，‘ 7 19　 26．8％ 1，146　 46．3，‘ 11 1．6，‘ 0　 0．0，‘ 22 2，053　31．6‡

185　 32．7％ 922　 34．4，‘ 534　 21．6，‘ 4　 0．6，6 0　 0．0，‘ 12 1，657　25．川

（助産婦単独） 150　 26．5，‘ 883　 32．9，‘ 687　 27．7，‘ 655　 96．2，‘ 9　 47．4％ 16 2，400　粥．弼

（助産学生） 26　 4．6％ 27　 1．0，‘ 0　 0．0，‘ 1　 0．1，‘ 0　 0．0，‘ 0 54　 0朋

その他 0　 0．0％ 3　 0．1，‘ 22　 0．9，‘ 7　 1．0，‘ 10　 52．6，‘ 0 42　 0．蛸

誰だかわからない 41　 7．3％ 107　 4．0％ 65　 2．6，6 0　 0．0％ 0　 0．0，‘ 4 217　 3．弼

無回答 8　 1．4，‘ 22　 0．8％ 22　 0．9％ 3　 0．4，‘ 0　 0．0，‘ 18 73 1．川

合 計　 565 100．0，‘ 2，683 100．0，‘ 2，476 100．0％ 681 100．0，‘ 19 100．0，‘ 72 6．496 1榊．川
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出生数＊ （n ニ1．720）＊ （n ニ8．224）舶

医　 師 1，144．357　　 97．2％ 721　 4 1．9，‘ 3．541 43．1，‘

1，764 2 1．4，‘

2，493 30．3％

58 0．7，‘

42 0．5，‘

246 3．0，‘

80 1．0，‘

助産婦

（医師の立会い）

（助産婦単独）

（助産学生）

その＿他

誰だかわからない

無回答

32．717 2．8，‘

353 0．03，‘

1，266 73．6，‘

55 3．2％

32 1．9，‘

合計 1．177．427　 100．0，‘ 2，042　 118．7％ 8．224　 100．0，‘
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1．分娩の直接介助者（衰3，表4）

帝王切開を含む全分娩数に占める医師による直

紛娩介助は43．1％，助産婦職（助産学生含む）

による分娩介助は52．4％，その他0．5％，誰かわ

からない3．0％，無回答1．0％であった（表3）。

助産婦職による直接介助のうち，助産婦単独で

凱3％，産科医立ち会いで助産婦21．4％，助産婦

の指導の下で助産学生0．7％であった（表3）。

帝王切開を除く経腔分娩7，215名の直接介助者

軋医師2，532名（35．1％），助産婦職の合計

4，315名（59．8％）であった。

経陛分娩のうち，吸引分娩，紺子分娩，または

骨盤位分娩を除く，正常分娩6，496名の直接分娩

介助者は，医師31．6％，助産婦職63．2％，その他

0．6％，誰かわからない3．3％，無回答1．1％であ

った（表4）。助産婦職による直接介助のうち，

助産婦単独36．9％，産科医立ち会いで助産婦25．5

％，助産婦学生0．8％であった（表4）。その他の

直接介助者42名の内訳は，助産婦か看護婦8名，

看護婦12名，自分自身14名，間に合わずに夫2

名，母または妹2名，救急隊員1名，間に合わず

自然娩出3名であった。

分娩施設別に正常分娩の直接介助者をみると，

大学病院では，産科医立ち会いで助産婦が32．7％

と最も多く，次いで医師27．4％，助産婦単独26．5

％，助産婦学生4．6％，誰だかわからない7．3％で

あり，助産婦職の合計64．8％であった。一般病院

では，産科医立ち会いで助産婦が34．4％と最も多

く，次いで助産婦単独32．9％，医師26．8％，助産

学生1．0％，誰だかわからない4．0％，その他0．1

％であり，助産婦職の合計68．3％であった。診療

所では，医師が46．3％と最も多く，次いで助産婦

27．7％，産科医立ち会いで助産婦21．6％，その他

0．9％，誰だかわからない2．6％であり，助産婦職

の合計49．3％であった。助産所では，助産婦単独

刊6．2％，産科医立ち会いで助産婦0．6％，助産

学生0．1％，その他1．0％は産婦自身で7名が直接

介助していた。その他の場所で分娩した19名のう

ち17名が自宅分娩で，助産婦9名，産婦自身で4

名，夫1名，母または妹2名，救急隊員1名が直

接介助を行い，店内での墜落産1例は産婦自身，

車中での墜落産1例は夫が取り上げた。

Ⅳ　考　　　寮

1．分娩第1期に最も長く傍にいた医療者

WHO5）またはICM／FIGO6）による助産婦の

職分・業務範囲の1つに「自己の責任のもとに正

常な分娩を介助し，予防的措置，母子の異常徴候

や異常を予測される状態を早期発見し，医療を受

ける手配を行い，それまでの救急処置を行う」こ

とが明確にされている。日本では，保健婦助産婦

看護婦法第37条3）の規定によって助産及び助産婦

の業務に当然付随する医療行為は助産婦の独自の

判断に委ねられている。したがって，助産婦には

妊産婦の異常の早期発見に対する注意義務があ

る10）。特に，分娩期は陣痛による負荷が母体と

胎児に与える影響は多大である。正常に分娩を進

行させるためには，助産婦の専門的知識に基づい

た分娩第1期の連続的な経過観察と診断，正常か

らの逸脱が予測される場合に正常に経過させるた

めの心身に対する助産ケアが非常に重要である。

そのため，分娩第1期に助産婦が産婦の傍にいる

ことの意義は，自己の責任で分娩介助することに

関する注意義務や経過予測責任を果たすうえで重

要である。

今回の調査で，日本では産婦の傍に最も長くい

たのは助産婦であり59．1％を占めていた。助産婦

か看護婦か不明，および助産学生を含めると78．4

％であった。産婦の傍に主に助産婦が付き添うの

は，分娩第1期を産科看護婦がケアする欧米の助

産11）とは異なる日本の特徴であろう。しかも，

そのうちの85．9％が，助産婦が十分傍にいてくれ

て安心できた，またはもっといて欲しかったと評

価していた。施設別にみると，助産婦が産婦の傍

にいる割合は，大学病院および一般病院では

62．3～65．4％でほぼ平均であるが，診療所では看

護婦の割合が24．3％と高くなっている。一方，日

本の助産所での分娩の90．8％は助産婦が分娩第1

期から傍にいて，継続的にケアを行っていること

が推測される。

2．分娩の直撞介助者

出生証明書の届出による平成11年人口動態統計

保管統計表の日本の全出生数1，177，669名のうち，
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外国での出生242名を除く，国内での出生

1，177，427名の立会者別出生数l）は，医師

1，144，357名（97．2％），助産婦32，717名（2．8

％），その他353名（0．03％）である（表3）。一

方，本研究において帝王切開を含む全分娩数に占

める医師の分娩介助は43．1％，助産婦の直接介助

は52．4％であった。

平成11年に行われた加藤らの（医療者回答の）

分娩介助者に関する全国調査では，病院の医師

311名と婦長770名，および診療所の医師211名と

婦長428名，合計1，720名を対象として「（当該施

設で）主に分娩介助をしている人」を調査した結

果，医師による分娩介助が721名（41．9％），助産

婦によるものが1，266名（73．6％），その他看護婦

等によるものが55名（3．2％），無回答32名と報告

されている12）（表3）。ところが，これらは同じ

施設の医師または婦長による重複回答によるもの

か，直接介助者が119％となっている。分娩の直

接介助者に関する調査では，このように施設によ

っては正確な情報が得られない可能性も考えられ

る。本研究の産婦（裾婦）による回答では，直接

分娩介助者に関する職種の識別にも限界がある。

しかし，本研究での帝王切開を含む全分娩の医

師による分娩介助率43．1％は，医療者回答の調査

結果12）の介助率41．9％とほぼ同率であった。ま

た，本研究で産婦からみて「誰か不明の人」と

「その他の人」による分娩介助率3．5％も，加藤ら

の医療者回答の調査の「その他看護婦等」による

介助率3．2％とほぼ同率であった。したがって，

平成11年に実施した医療者または産婦を対象とし

た直接分娩介助者に関する2つの調査は，緻密さ

に欠けるが概算では近似していると推測される。

これらの調査と比較すると，同年の出生証明書

の出生時の立会者の数値1）が現実とかなり乗離し

ていることが本研究で初めて確認された。日本の

助産婦は，保健婦助産婦看護婦法第39条3）の規定

によって，介助した分娩の出生証明書等の交付義

務を有する。同時に，正常分娩に医師と助産婦の

両者が立ち会った場合は，戸籍法第49条に基づ

き，医師，助産婦，その他の順で出生証明書の署

名をするように規定されている。今回の調査で，

医師の立ち会いで助産婦が直接介助したのは全分

娩の21．4％に過ぎず，助産婦単独（助産婦の指導

20

の下で助産学生の介助0．7％含む）で全分封

31．0％，正常分娩の37．7％（助産婦36．9％＋昆

婦の指導の下で助産学生0．8％）を直接分娩グ

していた。しかし，人口動態統計の出生時の三

者の助産婦（2．78％）は，本研究において助磨

単独で直接介助した分娩（全分娩の31．0％）〃

分のlLか計上されていない。

正常分娩の介助は助産婦の重要なCoreの∃

である。病院などにおいて正常分娩の介助をt

場合，助産婦単独で介助した分娩はもとより，

たる介助者が出生証明書の署名をし，業務にヌ

る責任の所在と実態を明らかにする必要があj

日本の助産婦は，保健婦助産婦看護婦法第35

の規定によって，正常分娩は助産婦単独で分奥

助することができる。本研究において正常分尭

63．2％を助産婦が直接分娩介助を行っていた。

州23か国の調査では，分娩介助者に関して回章

あった17か国中10か国で助産婦が正常分娩の9

100％を介助しており，日本より低率なのは1

国のみであった13）。助産婦が単独（助産婦〃

尊下で助産学生の介助を含む）で正常分娩を召

介助している割合を施設別にみると，助産所「

96．3％であるが，診療所，大学病院，一般病鰐

は27．7～33．9％にとどまっている。助産所を鰐

施設内分娩では，助産婦職による正常分娩の召

介助率49．3～68．3％のうち，約半数（21．6～3

％）が医師の立ち会いの下にあると考えられj

3．この研究の限界と今後の課題

産婦を対象とした本研究では，産婦が直線

介助者の職種を正確に識別することに限界ゴ

る。今後，陣痛室または分娩室で産婦の傍にl

医療者がどのようなケアやサポートを実施し，

婦にとってどうであったかの評価を行う必要】

る。また，受け持ち産婦に対して助産婦の間

職務を自己紹介すること，助産婦単独で直線

した正常分娩の出生証明書を助産婦が署名・∃

することにより，責任と実態を明らかにする1

が重要である。

Ⅴ　結　　　論

産婦の傍に最も長くいた医療者のうち，61
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助産婦であった。帝王切開を含む全分娩数の43．1

％を医師が，52．4％を助産婦が分娩介助し，正常

分娩の63．2％を助産婦が直接分娩介助していた。

本研究の分娩介助率は，同年の医療者回答の調査

による分娩介助率と近似していたが，同年人口動

態統計の出生証明書に基づく医師による出生立会

率97．2％，助産婦2．8％とまったく乗離していた。

本研究は平成11年度厚生科学研究費補助金（子ど

も家庭総合研究事業）による調査データの一部を追

加分析したものであり，第15回日本助産学会学術集

会で発表した。
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